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１．はじめに（問題意識） 
 
 六次産業化・地産地消法（H22.12） 

地域資源を活用した付加価値の高い製品開発 
へ期待 
 

 産学官連携による取り組みの活発化 
「地域の産物を使って良い製品を作っても、 
売る場所がない。買ってくれる人がいない。」 

 
 製品開発：「何を作るか（Product）」だけでなく、 

            「どこで（Place）」 
            「どう売るか（Price、Promotion）」を 
           戦略的に企画・実行すべき 





２．OTOP（タイ版一村一品運動）との出会い 

OTOP Fair 2012（バンコク市内展示会場） 



 2001年の制度開始からたった7年で売上が300倍 
 以上の777億500万バーツ（約2,331億1,500万円）に！ 

「女性の潜在能力を活用した一村一品運動」にかかる調査（独）中小企業基盤整備機構 



３．OTOPプロジェクトとは？  
  
 OTOPプロジェクトのモデルは「一村一品運動」 

昭和54年～ 当時の大分県知事 平松守彦氏が 
  大分県を活性化する一つの道として、それぞれ 
  の地域が地域の誇りとなる産品をつくりあげて 
  いこうと提唱した運動（平松1990） 
 
 「OTOPプロジェクト」 

1997年のアジア通貨危機による国内経済低迷 
  からの経済振興策として、2001年よりタクシン元 
  首相によって導入された（藤岡2007） 
  OTOP：One Tambon One Product  
      ※Tambonは県、郡に次ぐ行政単位 



４．「一村一品運動」と「OTOPプロジェクト」の違い  

一村一品運動 OTOPプロジェクト 

目的 地域振興 地域経済振興 

運営主体 
地方自治体、または地域・住民
主体によるボトムアップ運営 

政府主体によるトップダウン運営 

協力体制 農協・漁協、中央省庁 中央省庁、地方自治体、大学 

技術支援 
製品開発 製品開発（品質管理、マネジメント、

ラベル、パッケージ、マーケティング
に関するトレーニングを含む） 

登録制度 なし あり（登録製品はロゴマーク使用可） 

ターゲット市場 国内 国内、国外 

マーケティング 
（販売促進） 

トップセールス、展示会、コンテ
スト 

OTOP shop、OTOP Championsの認定

制度による品質保証、ウェブ・マーケ
ティング、輸出促進 

モンコンノラキット・原田（2006）、Kurokawa他（2010）を参照し、筆者作成 



 登録制度（登録された製品はロゴマーク使用可） 
  「OTOP Champions」：製品の品質を星3～5で格付 
               ※4・5-Starは輸出可能レベル 
   
     ※政府はOTOP製品の登録件数目標を定め、 
    毎年成果を公表することで国民の積極的参加 
      を推進 

タイOTOPウェブサイト（http://www.thaitambon.com/） 

【OTOP ロゴマーク】 



 国内外への周知および販売機会の提供 
・ウェブサイトによる情報発信 
・展示・商談・販売イベントの実施 
・国際空港内に常設ショップ 
・国内20,652ヶ所にて購入可能（トレードセンター3,030ヶ所、

ガソリンスタンド1,003店舗、デパート626店舗、コミュニティ・プロダクト・
センター1,210ヶ所、コミュニティ・ゼネラル・ストア2,714店舗、ゼネラル・
ストア6,314ヶ所、観光地・ホテル・高速道路のレストラン5,755ヶ所 
（モンコンノラキット・原田2006）） 

タイOTOPウェブサイト（http://www.thaitambon.com/） 



５．「OTOPプロジェクト」の運営体制  

議長／事務局 

中央 

国家OTOP運営委員会 商務大臣／首相府 

OTOP調整委員会（首相府） 

OTOP 
小委員会 

管理小委員会 商務大臣／中小企業推進局 

生産推進小委員会 
農業組合省 
（農業組合局・農業普及局） 

マーケティング推進小委員会 商務省（輸出振興局） 

製品基準小委員会 工業省（工業振興局） 

地域小委員会 内務省（コミュニティ開発局） 

県 県OTOP小委員会 
県知事／ 
コミュニティ開発局県事務局長 

郡 郡OTOP小委員会 
郡長／ 
コミュニティ開発局県事務局長 

タンボン TAO、公聴会 

村 公聴会 

藤岡（2006） 



６．タイ現地調査（目的）  
 タイにおけるOTOP製品の認知・浸透度とその要因 
 付加価値の高い製品開発を実現する仕組み 
 OTOP製品の販売・輸出促進のための取組み 

７．調査概要  
 2013年9月2～7日 
 タイ（チェンマイ、バンコク） 
 現場視察および担当者へのヒアリング調査 

（タイ国政府商務省国政貿易振興局チェンマイ事
務所、チェンマイ県タワーイ村、チェンマイ・バンコ
ク市内OTOPショップ 他） 



８．調査結果  
 タイにおけるOTOP製品の認知・浸透度とその要因 

・政府によるTVプロモーション（高品質、地域貢献） 
・相互扶助の考えが定着 
（Royal Project等、タンブン：喜捨） 

バンコク市内の百貨店内にある王女様 
による地域支援プロジェクトの店舗      

女性の生活向上プロジェクトの 

製品（マグネット） 



  
 付加価値の高い製品開発を実現する仕組み 

・75県すべてにOTOP担当者を配置 

（地方色が強い貴重な産品や技術の発掘・育成の
仕組みを構築） 
 

  ・特に都市部での販売や輸出に向けたデザイン、  
    サイズ、ギフト仕様化、品質、納期、販売促進等 
        の研修を実施 
 
      ・NPO法人、大学との連携体制の構築 
   「小さなコミュニティの中の住民だけではできない 
   チャレンジも部外者（都市住民）が入ることで実 
   現しやすいことがある」 



  
 OTOP製品の販売・輸出促進のための取組み 

・商務省国際貿易振興局にショールームや 
 展示会場を併設 

  ・国内外のバイヤーや消費者を対象にOTOPフェア 
   を開催（年数回） 
  ・バンコク・チェンマイの国際空港内に常設ショップ 

商務省国際貿易振興局併設ショールーム 空港内のOTOPショップ 



９．考察  
 OTOPプロジェクトのSWOT分析（環境分析） 

（１）内部環境 

＜強み（Strengths）＞ ＜弱み（Weaknesses）＞ 

・政府主導によるトップダウンの運営体制 
・NPO、大学等との連携 
・タンブン（喜捨）の宗教的観念 

・政治不安 
・経済性の過剰追求 

（２）外部環境 

＜機会（Opportunities）＞ ＜脅威（Threats）＞ 

・アジア通貨危機による国内経済の低迷 
・外国人訪問者の増加 

・安価な模倣品の流入 
・同様のプロジェクトの増加 

筆者作成 



１０．おわりに  
 地域資源を活用した製品開発の環境分析 

（１）内部環境＜強み（Strengths）＞ 

タイ 日本（福岡） 

・政府主導によるトップダウンの運営体制 
・NPO、大学等との連携 
・タンブン（喜捨）の宗教的観念 

・六次産業化・地産地消法の制定 
・産学官連携の促進 
・地方や地域への関心の高まり 

（２）外部環境＜機会（Opportunities）＞ 

タイ 日本（福岡） 

・アジア通貨危機による国内経済の低迷 
・外国人訪問者の増加 

・農林水産物流通のグローバル化 
・外国人訪問者数の増加 

筆者作成 



 福岡への期待 
・“九州のまとめ役” 

  ・“九州の玄関口”の利用 

上段 
左：八女本舗（八女市アンテナショップ） 
   福岡市中央区渡辺通 
中：キトラス（長崎市、佐世保市、雲仙市のアンテナショップ） 
   福岡市博多区上川端町 
右：鷹ふぐバル松浦（長崎県松浦市のアンテナショップ） 
   天神イムズB1F 
下段：福岡デザインステージ（県内の優れたデザイン商品の  
  販売活動 ※福岡県の受託事業） 博多リバレイン2F 
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